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日 時 ： 令和６年８月７日（水） 午後１時 30 分～午後３時 40 分

場 所 ： 市役所本庁第２別館 11 階 特別会議室３号・４号

次 第 ： １．開会

２．議事

（１）都市機能誘導区域に設定する誘導施設

（２）都市機能や居住を誘導するための施策

（３）防災指針

３．今後の予定等

４．閉会

（出席委員）

以上 12 名

羽鳥 剛史 上村 友希 村上 竜司

村上 裕一 西原 孝太郎 長野 和幸

森川 慶一 青陽 孝昭 飛田 隆之

宇佐美浩子 渡邉 修明 濱岡 愛
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午後１時 30 分 開 会

事務局

お待たせいたしました。皆さま、お時間になりましたので、ただいまより、第６回今治市

立地適正化計画策定検討委員会を開催させていただきます。私、都市政策課の阿部が会の進

行を務めさせていただきます。よろしくお願いいたします。

また、本日の進行につきましては、お手元の資料にあります「第６回今治市立地適正化計

画策定検討委員会 会議次第」に従いまして進めさせていただきますので、よろしくお願い

いたします。

まず初めに、事務局を代表いたしまして、建設部都市政策局長の田鍋よりご挨拶申し上げ

ます。

事務局

都市政策局長の田鍋でございます。どうぞよろしくお願いいたします。会の開催に際しま

してご挨拶を申し上げます。

まず初めに、本日はご多忙の中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。日頃

より委員の皆様方には、市政全般にわたりまして格別のご理解とご協力をいただいており

ますことを、この場をお借りいたしまして、厚く御礼申し上げます。

本日は昨年から数えますと６回目の検討委員会でございます。これまで５回の委員会を

開催させていただきコンパクトなまちづくりの根幹ともいうべき居住誘導区域、都市機能

誘導区域について、その方向性を確定し誘導区域内に設定する誘導施設について説明など

させていただきました。今回の委員会では都市機能誘導区域内に設定する誘導施設につい

て事前に皆様方にアンケートを実施させていただきましたが、そのアンケート結果を踏ま

えつつ、市の施策等も考慮しながら事務局案の策定を行っております。また、コンパクトな

まちづくりの実現に向けた誘導施策や防災指針についても事務局案を用意しております。

今後とも皆様方のご意見をいただきたい内容が控えていますのでご協力賜りますようお願

いを申し上げまして、簡単ではございますが、開催の挨拶とさせていただきます。本日はよ

ろしくお願いをいたします。

事務局

ありがとうございました。

本日は、今治地区私立幼稚園協会 会長 越智瑞啓委員、愛媛キッチンカー協会 事務局長

大木鉄兵委員、今治市防災士会 副会長 砂田ひとみ委員が所用のため欠席されております。

従いまして、ただいまの出席委員の数は 12 名となりますので、今治市都市計画審議会条

例にあります、委員開催に必要な定員過半数を満たしておりますことをご報告させていた

だきます。

それでは、会議の進行に移りたいと思います。はじめに、本日の資料の確認をさせていた

だきます。本日ご用意させていただきました、会議次第、配席図、委員名簿、今後のスケジ
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ュールを配布させていただいております。また、メモ紙を添付しておりますので活用してい

ただければと思います。また、本日の検討資料といたしまして、【資料１】都市機能誘導区

域に設定する誘導施設、【資料２】都市機能や居住を誘導するための施策、【資料３】防災指

針となります。また、資料１の参考資料として各施設の立地状況に関するＡ３版の図面をご

用意しております。最後に、これまで検討いただきました誘導区域に関しまして、Ａ０版の

確認図面をご用意しております。なお、Ａ０版の図面につきましては、閉会の際に回収させ

ていただきますので、よろしくお願いいたします。

不足等ございましたら、お声がけください。

それでは、今治市立地適正化計画策定検討委員会運営要領第５条によりまして、羽鳥委員

長に議事進行をお願い申し上げます。よろしくお願いいたします。

委員長

皆さんこんにちは。

暑くてなかなか外に出るのもしんどいような状況ですけれども、８月３・４日に開催され

た祭り「おんまく」は、来場者数は 22 万人と聞いております。皆様、いろいろ関わられて

らっしゃるのかなと思います。「おんまく」明けのお疲れの中恐縮ではございますけれども、

第６回検討委員会を始めさせていただきます。

本日、議事次第３つございます。それぞれ次第に沿って進めていきたいと思います。

まず、都市機能誘導区域に設定する誘導施設ということで【資料１】を用いて事務局より

説明をお願いいたします。

事務局

パスコの田中です。よろしくお願いいたします。

【資料１】のご説明の前に、本日の次第の裏面をご確認ください。

立地適正化計画の目次の構成を示しておりまして、本日議論していただく内容を記載し

ております。これまで主に１の基本的事項から４の居住誘導区域に関する事項と９の地域

生活拠点に関する事項を議論していただいております。

本日は、５の誘導施設に関する事項と、６の誘導施策、それと７の防災指針を検討してい

ただくことになっております。

＜【資料１】都市機能誘導区域に設定する誘導施設＞

それでは、議事１の都市機能誘導区域に設定する誘導施設につきまして、【資料１】で説

明させていただきます。

最初に、誘導施設につきまして、あらためて説明させていただきます。

誘導施設とは、都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき施設で、居住者の共同の福祉ま

たは利便のため必要な施設と定義されています。

新たに立地を誘導することで生活利便性を向上させるもののほか、既に都市機能誘導区

域内に立地しており、今後も必要な機能を維持するために設定することが考えられます。
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また、誘導施設を設定することで、都市機能誘導区域の内外において、誘導施設に関する

届出の義務が生じることになります。

届出の義務につきまして、補足説明をさせていただきます。

このスライドでは、ＡとＢの２つの都市機能誘導区域があって、Ａの区域に病院を、Ｂの

区域に百貨店を誘導施設に設定した場合の、届出の対象となる行為を示しています。

Ａの区域の外に病院を建てる場合は、それがＢの区域内であっても届出が必要になりま

す。また、Ａの区域内にある病院が休廃止される場合も、届出が必要になります。
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次に、先日、委員の皆さまにお願いした誘導施設に関するアンケートの結果につきまして、

報告いたします。

スライド４ページと５ページは、誘導施設の候補として、アンケートの質問に設定した施

設の一覧を示しています。
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スライド６ページをお願いいたします。

医療、介護福祉、子育て、教育分野におけるアンケートの結果を示しています。

アンケートでは、誘導施設の候補それぞれに対して「新たに機能を誘導」「既存機能の維

持」「誘導施設に設定しない」「判断できないなど」を選択していただきました。

なお、アンケートは、委員のみなさまのほか、各分野を担当する市職員の回答を含めてい

ます。合計３２名の方から回答をいただいています。

「新たに機能を誘導」と「既存機能の維持」をあわせた、「誘導施設に設定」の意向が８

割以上の施設を赤色、７割以上の施設を黄色の四角で囲んでいます。

中心核・副次核では、通所介護・訪問介護施設、小中学校、高校を除く施設が７割以上と

なっています。

生活拠点では、病院や診療所、地域子育て支援施設、保育所・認定こども園・幼稚園が７

割以上となっています。

防災・環境、文化・交流、商業・業務の分野につきましては、中心核・副次核では、市役

所、消防署、公園・緑地、図書館、文化ホール、博物館・美術館が７割以上となっています。

一方、生活拠点では、食品スーパーが７割以上となっています。
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こちらは、アンケートで、委員の皆さまからいただいたご意見です。

誘導施設の設定に関するご意見として、まず、病院、診療所に関して、「小児科と産婦人

科の可視化」や「必要最低限の生活に関するものについて、配置されていない地区があるた

め、新規誘導施設とする。」というご意見がございました。

「小児科と産婦人科の可視化」のご意見につきましては、近年、閉院が相次いでいますの

で、病院・診療所でひとくくりするのではなく、特記して、維持していくべきというご意見

と理解をしています。

また、公園・緑地に関して「新たに設置する場合、防災公園のようなものだと良い」、商

業施設に関して、「民間が動きやすいカタチにすべき」というご意見をいただいています。

それと、小分類の追加に関するご意見として、障がい者に関する施設、放課後児童クラブ、

地域食堂、ペットとの共有スペース、サイクリング関連施設、銀行・信用金庫、シェアリン

グ型移動サービスの乗降場といった、ご意見をいただきました。
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次に、誘導施設の設定についてです。

まず、誘導施設に関するアンケート結果において、「誘導施設に設定」の意向が７割以上

の施設は、高齢化の中で必要性の高まる施設や子育て世代にとって重要な施設を含むため、

誘導施設に設定したいと考えています。

それがスライド９ページと１０ページに示した表になります。

アンケートの結果から誘導施設として設定するものを、赤枠の誘導施設の欄に白塗の丸

をつけています。

右側の、既存施設の欄の黒塗の丸は、既に都市機能誘導区域内に立地していることを示し

ています。
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誘導施設の設定の考え方についてですが、事務局といたしましては、先ほど申し上げまし

たとおり、アンケート結果において「誘導施設に設定」の意向が７割以上の施設は、誘導施

設に設定したいと考えています。

また、病院・診療所のうち、近年、閉院が相次ぎ、その維持・確保が課題となっている産

科・小児科を有する医療機関は、特記して誘導施設に設定したいと考えています。

それと、具体的な建設計画が既に策定されているもののほか、誘導施設に設定の意向が７

割未満の施設であっても、市の施策等を踏まえ、市として、その機能を維持すべき施設は、

誘導施設に設定したいと考えています。具体的には、生活拠点の大学・図書館、副次核のス

ポーツ施設・大規模小売店舗が該当します。

一方で、通所介護施設など、より居住地に身近なところで分散して立地することが望まれ

る施設は、高齢化の中で必要性の高まる施設であっても誘導施設として設定しなくてよい

と考えています。
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以上の考え方を反映した誘導施設の設定案を、スライド１２ページと、１３ページに示し

ています。

左の表がアンケート結果７割以上の回答で、右の事務局案と書いた表が誘導施設の設定

案になります。

赤文字や黄色の箇所が、先ほどの考え方を反映しております。

ただし、青色の箇所につきましては、誘導施設に設定すべきか、事務局としても悩んでお

りまして、本日、特にご意見をいただきたい施設になります。青色は、サービス付高齢者向

け住宅、地域包括支援センター、地域子育て支援施設、（次のスライドの）食料品スーパー

マーケットになりますが、これらの施設につきましては、本日の資料で、Ａ３サイズの箇所

図を用意していますので、あわせて確認していただければと思います。
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また、参考資料として、14 ページに産科・小児科の現状を整理しています。産科につき

ましては、昨年、診療所が２つ閉院しまして、現在、市内には、きら病院と県立今治病院の

２院のみとなっています。

15 ページは、不妊治療が可能な産婦人科を誘致していただきたいという、市長室に寄せ

られたご意見と、ご意見に対する回答を示しております。
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16 ページは、ネウボラ拠点施設の概要です。今年の５月に「今治版ネウボラ拠点施設整

備基本計画」を策定しています。次世代を担う子どもたちをまち全体で育んでいく場所とし

て、旧日吉小学校跡地周辺に整備する方針となっています。

以上で、【資料１】の説明を終わります。

委員長

ご説明どうもありがとうございました。

それでは、今の説明につきましてご質問、コメント等ございましたら、どなたからでもよ

ろしくお願いいたします。

事務局

【資料１】の説明について、一部補足させていただきたいと思います。

【資料１】の 12 ページ、青色で着色しているサービス付高齢者向け住宅について、アン

ケートの結果としては、誘導施設として中心核に位置付けるべきという意向が７割以上と

いう回答でございました。

Ａ３箇所図で見ますと、「サ高住」と省略しておりますが、黄色の丸で示しているのが、

実際にサービス付高齢者向け住宅のある場所となっております。

中心市街地に 1 箇所、生活拠点の波止浜に 1 箇所ありますが、そのほかは居住誘導区域

や市街化調整区域にあったりと、比較定期新しい施設がいろんな場所に分布しております。

民間の事業者の方は分析した上でそういうところに立地されているのかなと考えておりま

す。

アンケートで７割以上という回答をいただいた中で、誘導施設に位置付けするのか、今後

担い手等が減る中でそういう拠点として導くために位置付けするのか、現状を見ると今す

ぐに位置付けするのではなくてもう少し様子を見ながら、将来的に位置付けをしていくと
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いうのも一つの考えとしてはあるのではないかと思うところもございまして、サービス付

高齢者向け住宅につきましては、皆様のご意見をいただきたいというところで青の色をつ

けているところでございます。

次に、地域包括支援センターにつきましては、同じくこの地図の赤色の丸で示しておりま

す。中心市街地に赤丸が２つあります。それ以外に日高の赤の区域内に１つと大西支所の区

域内に１つ、市街化調整区域の玉川支所の周辺に１つあるような立地状況でございます。

玉川支所の周辺において、今後検討しようとしている地域生活拠点という区域内に施設

は含まれることとなっておりまして、中心核と地域生活拠点に現在、ほぼ施設が立地してい

るという状況でありますので、機能を維持するためにも誘導施設として位置付けしていい

のではないかと考えているところがございます。

ただ、庁内関係部署との協議の中で、担当課からは、地域を満遍なく支援するためのエリ

ア設定を担当部署でも検討しており、サービスを円滑に受けることできる距離圏として 30

分以内の範囲というような考えもあると聞いておりますので、そこら辺の整合を今後図る

必要もあり、庁内で調整を進めているところです。

庁内調整がまだ取れてないというところもありまして、資料１の 12 ページ青色で着色し

ているのですが、現在、既存施設がありますので中心核と生活拠点に位置付けしてはどうか

というのが事務局の案でございます。

続きまして地域子育て支援施設は、アンケート結果に基づき誘導施設に設定したいと考

えているのですが、これも同様に子育てのサービスを満遍なく受けることができるという

視点で庁内関係部署と協議をしておりますので、今後の協議次第で事務局案を修正する可
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能性があるということで、青色で示させていただいております。

続きまして、もう１つのＡ３箇所図で立地状況を示している食品スーパーマーケット 500

平米以上についてですが、アンケート結果では生活拠点に設定すべきという意向が７割以

上という結果となっております。

実際の立地状況をみますと、市としても気にしている菊間支所、大西支所の周辺では、生

鮮食品を扱うようなスーパーとしてＡコープさんが残っているような状況です。中心市街

地をみますと、マルナカさんが立地していますが、最近、ユーアイマートさんがなくなった

こともありまして、中心市街地の中に赤バツが 1 つありますが、最近閉業したということで

赤バツを示しております。本町の方にもバリューが最近なくなったというところもありま

すので、中心市街地については意外と食品スーパーが立地しておらず、維持すべきではない

かというところで、事務局としては、中心核と副次核にも誘導施設として設定すべきという

案としております。

また、市として、スポーツ施設と大規模小売店舗は、副次核に誘導する考えがありますの

で、副次核の誘導施設として設定しております。以上です。

委員長

ご説明どうもありがとうございました。

１点確認させていただきたいのは、玉川では地域包括支援センターや地域子育て支援施

設が立地していますが、玉川は生活拠点（都市機能誘導区域）でもないですよね。今後の地

域生活拠点というのを検討しようとしたときに、玉川が入ってくるってことですね。

本日の議論では、地域生活拠点は直接関係しないということですね。
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事務局

はい、関係するのは、大西と日高の地域包括支援センターとなります。

委員長

わかりました。ただ、二重の基準にはならないようにするべきで、都市機能誘導区域を指

定していることと、この福祉施策におけるゾーン設定はなるべく整合していただきたいな

と思います。担当課の考えがまだわからないということですね。

事務局

計画の見直しをしていまして、エリアを満遍なく整備するという方針のようですので、施

設をどうしても特定の区域内にというようなところは、担当課でも悩んでいる状況です。

委員長

本検討委員会で方針を決定したら、それに合わせてもらえるということはあるのでしょ

うか。

事務局

どちらが先行するかという中で、地域包括支援センターについては、既存施設によってサ

ービスが満遍なく受けられる環境がある程度実現していると思いますので、事務局として

は集約していきたいという考えです。二重の基準にならないように調整していきたいと考

えております。

委員長

わかりました。

既設の地域包括支援センターというのは、図面の赤丸で示しているものですか。

事務局

赤い丸のものです。

委員長

となると、おのずと中心核と生活拠点両方に誘導施設として設定しないとまずいという

ことですね。

事務局

そのような方針で、担当課には説明している状況です。次の回までに担当課と調整を行い、

報告できると考えております。

事務局としては、中心核と生活拠点に既存施設がありますので、維持するために誘導施設
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に設定する考えとなっております。

委員長

はい、わかりました。

先に介護福祉と子育て施設で青色に着色されているところ、こちらについて事務局案が

ございますが、ご意見あればぜひお願いしたいと思います。

Ａ委員

そもそも論になるかもしれませんが、誘導施設に設定されなければ、都市機能誘導区域内

に立地できないということでしょうか。そうではなく、施設を誘導しましょうということで

すよね。立地できない訳ではないということですね。

委員長

できないわけではないですが、届出の手続きが必要になります。

Ａ委員

ありがとうございます。

Ｂ委員

同じような質問になりますが、誘導施設に設定すると届出が必要になる。その届出という

のは、決して許可制という訳ではないというのが先ほどの話だと思いますが、届出の結果、

受理されず、不許可になる場合があるとなると、誘導施設に設定するか否かで影響が大きい

と思います。

届出の基本的な方向性、考え方というのはどのような趣旨でしょうか。

コンパクトシティに沿うかそぐわないかの判断を行政として監視、チェックしておきた

いという意図なのか。誘導施設に設定していないものは排除するという考えが含まれる場

合もあるのでしょうか。

届出の受理、不受理というのが許可と同じような大きな意味合いを持つのか、それを教え

ていただきたい。

委員長

イメージは確かに難しいと思います。影響は当然あると思われますが、長期的にみて誘導

施設に位置付けた施設を都市機能誘導区域に集約する、そういう考え方だと思います。

ただ、結局誘導するということは、その区域以外に関してはどちらかというと規制の方向

で、なるべく無秩序に立地することは避けようという考え方だと思います。

ただ、届出制度ということで、都市機能誘導区域外で立地することができないかと言われ

るとそうではなく、どうしてもここで作りたいという人がいた場合、市に届出の手続きを行

えば作ることができます。事務局として他に補足ありますか。
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事務局

誘導施設の選定に当たりましては、事務局といたしましても非常にシビアなところもあ

る難しい内容だなというようなところで進めております。

ただ、この立地適正化計画は、基本的にはコンパクトなまちづくりを目指すための計画と

いうことで、今治市として将来的に人口が減っていく中で、市街化区域の中に居住誘導区域

を定め、将来的には誘導区域の中に住んでもらおうというもので、ただそのためには、居住

誘導区域内に都市機能誘導区域を定めて、必要な誘導施設を将来的に誘導していきましょ

うという考え方となります。

ただ、国の方も言っていますが届出制度につきましては立地の規制を行っているもので

はないということです。規制については、いわゆる線引き、区域区分であるとか地域地区、

用途地域により規制していくものとなっています。

将来的にコンパクトなまちづくりにすることによって、持続可能なまちにしていきまし

ょうというところを市民の皆様にも見せていきたいというところが、この立地適正化計画

の大きな考え方になっておりますので、今治市としてコンパクトなまちづくりをするため

に必要な施設を都市機能誘導施設に設定して、将来的にはその周辺の居住誘導区域に誘導

していきたいという考えとなります。

都市機能誘導区域外に、誘導施設が建つことを拒むものではないというと非常に難しい

んですけれども、そういう考え方と理解しております。

委員長

なかなかすっきりはしないところはもちろんありますけれども、今治の将来、10 年後 20

年後ぐらいの都市のあり方を考えて選んでいただきたいなというように思います。

それでは、12ページで示している事務局案について、ご意見いかがでしょうか。

Ｃ委員

１点、先ほどサービス付き高齢者向け住宅の話で出ましたが、今回は誘導施設に設定せず

に、今後の見直しの中で検討するというお話について伺いたいのですが、どれぐらいのスパ

ンで計画の見直しを考えておられるのか。

事務局

立地適正化計画については、５年ごとの見直しといいますか、評価を行うこととなってお

ります。

評価をしたうえで必要な場合はそこで見直しをかけるということになりますので、基本

的には５年ごとというように考えております。

ただ、５年でなくとも、重要な変更等が生じる場合には変更は可能となっておりますので、

基本的には５年ごとに評価をして、必要な場合は適宜見直しを行うというように考えてお

ります。
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委員長

ありがとうございます。いかがでしょうか。

サービス付き高齢者向け住宅は難しいですね。でもこれだけ中心核以外に分布している

ので理由があるのか、ちょっとまちなかから離れたようなところに設置したいんでしょう

かね。いかがでしょうか。

Ｄ委員

サービス付き高齢者向け住宅が誘導施設の候補に入っているのが、そもそも疑問を感じ

ています。有料老人ホームが入ってないのにサービス付き高齢者向け住宅は入っていると

か、私の中で何かしっくりこない。

そもそもサービス付き高齢者向け住宅というのは、そこに住んでる人たちが介護保険サ

ービスも受けられる施設ですが、例えばデイサービス、通所介護とか訪問介護とかに関して

は厚生労働省管轄となりますが、サービス付き高齢者向け住宅に関しては違うんですよね。

だからそういう意味で違和感があるのかなとも思ったりもするんですけど。

もともと住んでいるところから多分離れたくない、その地域の中で暮らしたいっていう

ニーズを汲んで、バラバラに立地しているのではないかという気はします。

誘導施設として設定すべきなのか、私の中で落とし込めないというか。高齢者の入居施設

で一番皆さんがピンとくるのがおそらく特別養護老人ホームだと思いますが、それは事務

局案には挙がっていない。養護老人ホームや軽費老人ホームになってくるともう数も全然

少ないので挙がってこないことも理解できますが、サービス付き高齢者向け住宅は、なぜ事

務局案として設定されているのでしょうか。

委員長

ご専門なので、個別にご意見、アドバイスいただく方がよいでしょうか。市として特に何

か思いがあるんでしょうか。

事務局

今後、高齢者が増えるという中で、地域包括支援センターの話とも絡みますが、地域包括

支援センターというのは、住み慣れた地域で生活できるように介護とか福祉とか医療とか

を総合的に相談できるところで、人を集めるところ以外にも必要という考え方で住み慣れ

た地域で住み続ける環境を作っていくというのも大事ですが、何年か前に都市計画マスタ

ープランという計画を策定にあたってアンケートした時に、市街化調整区域や郊外に住ん

でいる方の何割かはまちなかに移りたいと、買い物も不便で、通院も不便で、日常生活に支

障をきたしているというご意見がありました。そうした時に、お年寄りの方が新たに投資を

して家を買ってというのは少し現実的ではないと考えまして、賃貸の住まいがまちなかに

あって、お年寄りも便利なところに住みたい人が、そこに移れる環境を作った方がいいので

はないかと考えております。
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もう１つは、特別養護老人ホームは、要介護度が高い方が入居される施設である一方で、

サービス付き高齢者向け住宅に住まれる方は、アクティブな方もいらっしゃるので、まちな

かが良いのではないかと考えたところです。また、介護の担い手の方もどんどん減っていき

ますので、ある程度便利なところに移りたいという意向のお年寄りが集まって住んでいた

だくのが良いのではないかというところで、まちなかの誘導施設として設定すべきではな

いかと考えているところです。

委員長

高齢者福祉施設の分類がわかっていないところもあるのですが、今の話でいくと、通う系

の施設に関しては、誘導施設の候補に入っていて、それ以外の分類の施設は、候補に入れて

ないという理解で良いのでしょうか。

事務局

特別養護老人ホームという入居型の介護施設に関しては、現在候補としておりません。軽

費老人ホームやグループホームについては、検討の余地があるかもしれません。

立地適正化計画（の届出制度）というのは、新しく家を建てる人は居住誘導区域に住んで

くださいというものになりますが、現時点で居住誘導区域外に住んでいる人に対しての住

み替えを促進する視点が抜けています。便利なところに住み替えしたいと思っている人も

移してあげられるような仕組みがあった方が良いのではないかと考え、そのための施設と

してサービス付き高齢者向け住宅が代表的と思ったので事務局案として記載をさせていた

だきました。

Ｂ委員

地域包括支援センターを生活拠点へ誘導しようという、誘導できれば良いというのは、よ

く理解しているつもりですが、サービス付き高齢者向け住宅や介護施設にしても、介護施設

の長期計画を別途で策定されている訳ですから、それに合わすべきだと思います。

もちろん今調整していると説明がありましたが、ここで議論するのが適切なのかどうな

のかというと、現在計画の見直し中ですが、順次５ヵ年計画で計画を立てておりますから、

そちらでオーソライズされたものに合わすべきだし、あえてここで二重の方向性を持つ必

要がないのかなと考えます。

委員長

二重の基準にはしないようにぜひ調整いただければというように思います。

ただ本日は、せっかくの場ですので、この時点で都市構造という観点からこの介護施設の

あり方についても、ご意見をいただきたいと思います。それをぜひ担当課との調整の際に、

本検討委員会からのたたき台ということで協議していただければと思います。

本日のお話でいくと、サービス付き高齢者向け住宅と地域包括支援センターは、中心核の

誘導施設として位置づけ、地域包括センターに関しては生活拠点においても位置付けると
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いうことですね。

この案で、ひとまず介護福祉施設については、事務局で調整していただくということでよ

ろしいでしょうか。

Ｂ委員

通所系介護施設は誘導施設に設定するということですか。

委員長

通所系介護施設は誘導施設には設定されません。この表からも消しますよね。

事務局

はい。

委員長

よろしいでしょうか。

あと、地域子育て支援施設については、中心核と生活拠点で誘導施設に位置付けるという

ことになっています。

事務局

Ａ３箇所図で言いますと、緑の丸が地域子育て支援施設というところでどちらかという

と公園とか広場のような子供が遊べるような空間の周辺に設けているイメージとなります。

地域子育て支援施設については、担当課でも人口が減る中で集約していかないといけな

いという認識はあるのですが、現時点で問題があるわけではないという意見も聞いており

まして、そうは言いながらも担い手も減少する問題もあり、協議を進めているところです。

アンケートでも中心核や生活拠点に誘導施設として設定すべきという結果となっていま

すので、今後のまちづくりを考えると、誘導施設に設定すべきと思いますが、行政としても

集約していくべきなのかどうかという方針が定まっておりませんので、担当各課と調整を

今後も進めていきたいと考えているところです。以上です。

委員長

地域子育て支援施設についても担当課と調整ということですが、中心核と生活拠点にお

いて誘導施設に位置付けるという事務局案に対してご意見ございますか。よろしいでしょ

うか。

では、この案で進めていただければと思います。

次、こちらも悩ましいですが、店舗について、特に、500 平米以上の食料品のスーパーマ

ーケット、こちらについてはもうすべて中心核、副次核、生活拠点のそれぞれにおいて誘導

施設として位置付けてはどうかという事務局案でございます。いかがでしょうか。

ドラッグストアは大規模小売店舗に含まれているのでしょうか。食料品スーパーマーケ
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ットにドラッグストアは含まれないということでしょうか。

事務局

アンケートをさせていただいた際は、生鮮食料品を扱う店舗というような記載をさせて

いただいたので、ドラッグストアも含まれてしまうのですが、先ほど説明がありましたよう

に、菊間や大西のスーパーは何とか維持したいという思いがございますので、定義づけを再

定義させていただいております。資料 13 ページの下側の注釈になりますが、食料品スーパ

ーマーケットというのは、総務省の産業分類において定義づけされているもので、ドラッグ

ストアは含まれません。イオンのようなスーパーでも家電、服といったものを扱う総合スー

パーマーケットも食料品スーパーマーケットに含まれません。

本日の資料ですと、Ａ３図面の緑色の総合スーパーマーケットや黄色のドラッグストア

っていうのは、この食料品スーパーマーケットの定義には該当しないということで事務局

案を作成しております。

委員長

はいこちらについてご意見いかがでしょうか。

Ｅ委員

既存の店舗っていうのは、辞めるときに届出が必要になるのでしょうか。

事務局

都市機能誘導区域内にある店舗が辞める場合は届出が必要になります。

Ｅ委員

店舗を誘導するというのは非常に難しいと感じる。やはり、マーケティングしてここに店

が必要なのか、収支を伴う、それである程度の広さの駐車場が必要であるといったところで、

この都市機能誘導区域内にそういう適した場所があるのか。

それだったら区域外に出店した方が、集客が見込めるという場合もあると思います。都市

機能誘導区域内に誘導するというのは、いかがなものなのかと感じるところで、辞める際に

届出が必要というのも疑問を感じるところです。

委員長

ありがとうございます。

ただいまのご意見で言うと、この食料品スーパーマーケットについては、誘導施設として設

定すべきではないというご意見かと思います。

関連して、ご意見ございましたらいかがでしょうか。

Ｆ委員
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誘導施設が撤退する際に必要な届出というのは、どれくらい負担がかかるものなのかと

いうご意見だと思います。

私も同じような意見がありまして、民間の小売業の店舗は、どこに出店すれば儲かるのか

ということは、その企業努力の一環なので、私はコンビニエンスストアを誘導施設に設定す

べきではないとアンケートで回答しましたが、そういう理由がありました。

現実的な例として、菊間の方に国道 196 号を走っていくと、セブンイレブンがあります。

セブンイレブンができる前は、菊間地区にはコンビニがファミリーマートとローソンがあ

ったはずです。ローソンよりも今治寄りの人家がないようなところにセブンイレブンがで

きて、セブンイレブンの方にお客さんが入るようになって、真ん中にあったローソンは撤退

してしまいました。

そういうのを見ていると、やはり企業努力の一環としてそうなっているんだなと感じる。

地図をみると、新しくできたセブンイレブンまで誘導区域に含まれています。セブンイレ

ブンが立地していなければ、誘導区域にこの周辺を含めるということはしなかったのでは

ないかという議論はしましたよね。やはり小売業は民間の努力次第というように感じます。

ただ、この検討委員会の目的として、できるだけインフラのあるところに将来の市民を集

めていきたい、そのためには食料品スーパーマーケットを維持していく必要があると。

まさに本町５丁目では、私の友人のお母さんが独居老人で、近所のスーパーが全滅したん

でどうしようという状態になっています。

居住を誘導する区域に必要な機能を維持していくという立地適正化計画の趣旨を踏まえ

ると、誘導区域内に食料品スーパーマーケットがあった方がみんなは安心できる。ただ経済

原則がありますので、撤退しなければならないとなった時、その際の手続き、申請の負担と

いうのはどれぐらいのものになるのか教えていただきたい。

事務局

詳細については改めてご回答させていただきたいと思いますが、基本的には届出書を出

していただくのみと考えております。届出は、許可制度ではありませんが、法律上罰則規定

も定められています。なお、都市機能誘導区域内にある誘導施設を廃止する場合の届出には

罰則規定は定められておりません。

届出の詳細な内容につきましては次回、ご説明させていただければと思います。

委員長

食料品スーパーマーケットについていかがでしょうか。その他、ご意見ございましたらお

願いします。

店舗を辞める際の届出というのは、無理やり続けさせようとするためのものでは、当然な

いということです。

事務局

もう１つ、届出の趣旨といたしましては、誘導区域外のどこに住宅が建つのか、また誘導
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施設として設定している施設が誘導区域外のどこ立地しているのかなどを把握するために

も届出を出していただくことになっております。

事務局

補足で、資料 12、13 ページについて、市役所支所と小学校、中学校の方には米印がつい

ております。

こちらは今後、人口が減少する中で、行政としてあり方を十分に検討すべき重要な施設で

あると考えております。今後、庁内でも検討が進められていくことになるということで、米

印を入れさせていただいております。以上です。

委員長

はい、ありがとうございます。

先ほどの食料品スーパーマーケットについていかがでしょうか。将来誘導区域内に人が

住んでもらいたいということで最低限の機能を維持していく考えのもと、中心核、副次核、

生活拠点のそれぞれで食料品スーパーマーケットを誘導施設として設定するものとなって

おりますが、この事務局案でよろしいでしょうか。

辞める際の手続きについては、負担がないような形で考える必要があるかなと思います。

資料 12、13 ページの青色箇所については、事務局案で基本的には進めていただきますが

庁内関係部署との調整は必要であるということになります。

その他、黄色の部分はアンケートから変更を行った箇所となりますが、図書館と特に産婦

人科、小児科の医療機関を委員の方のご意見を踏まえて新しく位置付けております。

また、スポーツ施設と大規模小売店舗については、既存施設の立地状況から副次核におい

て誘導施設に設定するということとなっております。ご意見よろしいでしょうか。

では、事務局案で進めるということで確定したいと思います。よろしくお願いします。

では次の議事２に移ります。

事務局

＜【資料２】都市機能や居住を誘導するための施策＞

それでは、議事２の都市機能や居住を誘導するための施策につきまして、資料２で説明さ

せていただきます。

まず、本日、配布させていただいた資料には、誘導施策とまちづくりの目標の関係を整理

しています。

昨年度末の第４回の委員会で説明させていただきましたが、立地適正化計画では、持続可

能な日常生活圏の形成、中心市街地の創生、公共交通ネットワークの維持・確保、災害リス

クを考慮した安全安心なまちづくりの４つの目標をかかげています。

これらのまちづくりの目標を踏まえまして、都市機能誘導区域に関する施策として、大き

く４つ、居住誘導区域に関する施策として大きく２つの施策を整理しています。
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それでは、都市機能誘導区域に関する施策から説明させていただきます。

まず、「居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成」といたしまして、中心市街地におい

て、まちなかの公共空間等を活用した、ウォーカブルな空間としての再整備を推進すること

としています。

具体的な取組として、中心市街地における公共空間の再整備、シビックゾーンの再整備、

エリアマネジメントの支援、エリアプラットフォームの設立を位置付けています。
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これらのより詳細な内容は現在、「今治市中心市街地創生デザイン会議」において検討し

ていただいているところです。

こちらは、過年度に作成された、「今治市中心市街地まちづくり構想」の将来ビジョンの

案になります。
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次に、「高次都市機能の充実・再編」といたしまして、公共交通の利便性等が高い中心市

街地や今治新都市において、広い範囲を対象とする高次都市機能の整備を行うこととして

います。

関連計画との連携を図りながら、具体的な取組として、今治版ネウボラ拠点施設の整備、

複合庁舎の整備検討、県立今治病院の移転、河野美術館の再整備を位置付けています。

次に、「身近な都市機能の維持・確保」といたしまして、主に生活拠点において都市機能

を維持・確保しているための施設になりますが、具体的な取組として市立保育所・認定こど

も園の再編、図書館の改修、公的不動産の有効活用、誘導施設の整備に対する支援を位置付

けています。
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次に、「交通結節機能の強化」といたしまして、日常生活圏内における移動手段の確保を

図るための取組として、モビリティハブ及び新モビリティの導入、シェアリング型モビリテ

ィの導入、交通結節機能の強化、自転車利用環境の向上を位置付けています。

シェアリング型モビリティの導入につきましては、誘導施設に関するアンケートでご意

見をいただいた取組になります。

以上が、都市機能誘導区域に関する施策になります。
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次に、居住誘導区域に関する施策の説明をさせていただきます。

まず、「居住環境の向上」といたしまして、居住誘導区域やその隣接地において、子ども

や高齢者等に優しい良好な都市基盤施設を整備するとともに、空き家などの低未利用地の

改善、有効活用を行うことで、居住環境の向上を図ることとしています。

具体的な取組として、乳幼児用遊び場「すくすくガーデン」の整備、待機児童の解消、老

朽化した都市計画施設の改修・更新、公共交通の維持・確保を位置付けています。
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また、用途地域等の見直し、老朽危険空き家の解消、都市のスポンジ化対策のための制度

活用を位置付けています。

次に、「移住・住替えの促進」といたしまして、移住・定住施策と連携した空き家の流通

促進や、災害リスクの高いエリアや郊外からの居住誘導区域内への住替えを促進すること

としています。

具体的な取組として、空き家の市場化・利活用の促進、居住誘導区域外の災害ハザードエ

リアからの移転の促進、居住誘導区域内の住宅の立地に対する支援を位置付けています。

以上が、居住誘導区域に関する施策になります。



30

以上が誘導区域内に講じていく施策の案になりますが、今治市は市域が広く、島しょ部を

含めて、ライフスタイルの多様化に応じた居住地が選択できる環境の整備や、高齢者が住み

慣れた地域で安心して暮らせる環境を整備するための取組も重要と考えていますので、そ

のような取組を継続し、地域の活力の維持・向上を図っていくことにつきましても、本計画

に記載していく考えです。

以上で【資料２】の説明を終わります。

委員長

多岐にわたっておりますが、もし何かお気づきの点等ございましたら、ぜひご意見いただ

ければと思います。

よろしいでしょうか。大丈夫でしょうか。

本日の議論を以て、ひとまずこの方向で進めるということになるのでしょうか。

事務局

誘導施策は、非常に難しいものであると思っておりますので、こちらの施策等につきまし

ては、まず、市の案を皆様に聞いていただき、本日のご意見を踏まえて次回の検討委員会で

最終的な事務局案というのをご提示させていただければと考えております。

また、施策内容につきましては、各担当課への聞き取り、協議等も進めておりますので、

次回改めて事務局案をご提示させていただければと考えております。

事務局

特に「施策２」の中心市街地の再生については、現在、魅力都市創生課において具体的な

中心市街地での取り組みを検討しているところです。
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中心市街地に関する計画も今年度策定に向けて進めておりまして、今後その内容を立地

適正化計画に反映できたらと考えており、本日ご説明した内容が多少変わることはあるか

もしれませんので、随時報告させていただけたらと思っております。

委員長

基本的に大枠としてはご意見ないので、この方向で進めていただければと思います。

では次の議事３、防災指針ということで引き続き説明をお願いいたします。

事務局

パスコの出合と申します。

＜防災指針【資料３】＞

それでは、議事３の防災指針についてご説明させていただきたいと思います。【資料３】

の方をご覧ください。

２ページ目をご覧ください。２ページ目には、防災指針の基本的な考え方と、検討フロー

を示しております。

本市おいては、洪水や高潮等によって市街地の大部分が浸水するおそれがあり、地震や液

状化のリスクについても市街地の広範囲に予想されています。

既成市街地では、既に一定の都市基盤施設が整備されており、災害の発生が予想されるエ

リアの全てを居住誘導区域から除くことは現実的に困難となっています。

このことから、災害リスクの高い地域を居住誘導区域から除外することと合わせて、主に

居住誘導区域に残存する災害リスクをできる限り回避、低減するため、必要な防災・減災対

策を防災指針に位置付け、取り組んでいくことが必要となります。

防災指針の検討手順につきましては、まず、ステップ 1 として、災害リスクの分析、いわ

ゆる見える化ということで、ハザード情報と都市の情報を重ね合わせ、分析を行います。ま

た、誘導区域の設定にあたって、昨年度に災害リスクの高い地域の抽出を実施しております。

ステップ２として、主に居住誘導区域内に残存する災害リスクを対象とした防災まちづ

くりに向けた課題の整理を行い、次に、防災まちづくりの将来像や取組方針、具体的な取組

の検討を行うという手順で検討を進めます。

【資料３】の４ページ以降の構成は、この手順と同じ流れの構成となっておりますので、

よろしくお願い致します。
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続いて、３ページ目をご覧ください。

前回、検討委員会でもご説明させていただきましたが、防災指針の位置づけを示しており

ます。

防災指針は、立地適正化計画で定めている居住誘導区域において、災害リスクに対する安

全性の確保を図るための指針となります。

そのため、『都市計画マスタープラン』や本市全体を対象として策定された防災関連計画

である『国土強靭化地域計画』や『地域防災計画』、愛媛県が策定する流域治水プロジェク

ト等の上位・関連計画を踏まえつつ、課題や施策等の連携・整合を図っていきます。
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続いて４ページ目は、災害リスク分析の対象とした災害ハザード情報の一覧です。

災害リスク分析は、法令に基づきハザードエリアが特定できる水害（洪水、内水、高潮）、

津波及び土砂災害などを対象として分析を実施いたしました。

水害に関するハザードエリアにつきましては、昨今の気候変動の影響で今後さらに水害

等が頻発・激甚化することが懸念されているため、想定最大規模の降雨によるシミュレーシ

ョン結果を使用するものといたしました。

５ページ目。居住誘導区域内に残存する災害リスクの分析結果をご説明する前に、前回の

検討委員会で概ね方針が固まりました「災害ハザードエリアにおける誘導区域設定の考え

方」を参考として掲載しております。

第５回検討委員会までに審議していただいた結果のまとめといたしましては、土砂災害

警戒区域、家屋倒壊等氾濫想定区域、洪水浸水想定区域のうち浸水深が３ｍ以上かつ指定避

難所から 500ｍ以上離れている地区、また表一番下の事前避難対象地域を、居住を誘導する

ことが適当でないと判断し、居住誘導区域から除外するものとなっております。

なお、今治新都市第１地区の土砂災害警戒区域については、例外的に居住誘導区域に含め

るものとなります。
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６ページから 13 ページにかけて、災害リスク分析の結果を説明させていただきます。

６ページでは、ハザードエリアと誘導区域を重ね合わせ、誘導区域内に残存するハザード

エリアの面積や箇所数の分析を行った結果を示しています。

想定最大規模の水害及び津波が発生した場合、市街地の大部分が浸水すると想定されて

おり、誘導区域内においても広範囲に浸水が発生すると考えられています。

土砂災害警戒区域は原則として誘導区域から除外することとしておりますが、今治新都

市第１地区に指定される土砂災害警戒区域については、リスク低減に向けた取組を早期に

実施する方針から誘導区域に含むこととなっております。

また、必ずしも危険性のある箇所とはなりませんが、大規模地震発生時に滑動崩落等の被

害が発生する事例もみられる大規模盛土造成地が居住誘導区域内に存在しています。

今治新都市第１地区といった例外を除くと、誘導区域内では水害や津波による災害リス

クが広範囲に残存しているということになっております。
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７ページ、8ページでは、水害や津波による浸水想定区域と令和２年時点の人口 100ｍメ

ッシュを重ね合わせた結果を示しております。

１枚目のスライドに洪水と内水の結果を示し、２枚目のスライドに高潮と津波の結果を

示しています。

図面上、緑のハッチで示しているエリアは、浸水深の深さから比較的浸水被害が大きくな

ると考えられるエリアとなります。

洪水、内水、高潮は浸水深さ３ｍ以上のエリア、津波については、浸水深さ２ｍ以上のエ

リアを設定しております。

重ね合わせの結果では、洪水や高潮による３ｍ以上の浸水や津波による２ｍ以上の浸水

が、人口密度の比較的高い地域においてもみられるという結果となっています。
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続いて、9ページ、10 ページでは、水害や津波による浸水想定区域と災害時に利用可能な

避難所から高齢者の一般的な徒歩圏等を想定した 500ｍの距離圏を重ね合わせた結果を示

しております。

図上で緑色の範囲が、500ｍの距離圏を示しています。

先ほどと同様、１枚目のスライドに洪水と内水の結果を示し、２枚目のスライドに高潮と

津波の結果を掲載しております。

重ね合わせの結果として、洪水、高潮による３ｍ以上の浸水と津波による２ｍ以上の浸水

が指定避難所から 500ｍ以上離れている地域でみられることが分かります。

居住誘導区域内に限定してみた場合、高潮による３ｍ以上の浸水が、避難所から 500ｍ圏

外となるエリアに広くみられることが分かります。
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続いて、11ページ、12 ページでは、水害や津波による浸水想定区域と病院及び高齢者福

祉施設のうち入所を伴う施設の立地状況を重ね合わせた結果を示しております。

病院は病床数が 200 床以上、高齢者福祉施設は、特別養護老人ホーム、地域密着型特別養

護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）、有料老人ホーム、介護老

人保健施設、介護医療病院、サービス付き高齢者向け住宅を対象としています。

青色の丸が病院、紫が高齢者福祉施設を示しています。

結果をみると、病院や高齢者福祉施設の多くが 0.5ｍ以上の浸水が想定される区域に立地

していることが分かります。

また、河川の氾濫などにより家屋の倒壊等の危険性がある家屋倒壊等氾濫想定区域内に

立地している高齢者福祉施設も確認できます。
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13 ページは、これまでにも提示させていただいた南海トラフ巨大地震の震度分布、液状

化危険度の再掲となります。

図面の通り、市街地の広範囲で震災によるリスクが想定されているという状況です。
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14 ページから 16 ページにかけて、災害リスク分析の結果を踏まえ、災害種別ごとに防災

まちづくりに向けた課題を整理しております。

まず地震について、今後 30 年以内に発生する可能性が高い「南海トラフ地震」は、本市

においても甚大な被害が発生すると考えられています。

そのような中で、居住誘導区域内では、地震や火災に脆弱な木造家屋が密集する地区が存

在し、その対策が課題となっています。

また、都市基盤施設の老朽化が進行しているため、緊急輸送の確保に必要となる施設の老

朽化対策を最優先で行い、防災機能の強化を図る必要があります。

大規模盛土造成地については、他自治体で大規模地震発生時に滑動崩落の被害が発生し

ているため、安全性の確認を進める必要があります。

津波について、南海トラフ地震が発生した場合、臨海部の広範囲が津波により浸水すると

考えられており、港湾及び漁港施設の一部では老朽化が課題となっています。

病院や高齢者福祉施設が津波浸水のおそれのある区域に立地しており、災害時における

施設の機能低下を防ぐための対策が必要となっています。

事前避難対象地域では、災害時の情報伝達を含め、確実に避難できる体制を確保する必要

があります。
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洪水について、想定最大規模の降雨により河川が氾濫した場合、市街地の大部分が浸水す

ると考えられており、蒼社川沿いでは家屋倒壊等氾濫想定区域が広範囲に指定され、東鳥生

町などの住宅地では３ｍ以上の浸水が想定され、最大規模の洪水に対する避難体制の強化

が必要となっています。

また、３ｍ以上の浸水が想定され、避難所から 500ｍ以上離れている地域については、今

後、避難方法の検討が課題となっています。

津波と同様に、病院や高齢者福祉施設が浸水するおそれがある区域に立地しており、災害

時における施設の機能低下を防ぐための対策が必要となっています。

家屋倒壊等氾濫想定区域に高齢者福祉施設の立地もみられることから、高齢者や移動障

害のある方の逃げ遅れを防止するため、移転の可能性を含めた検討が必要となっています。

内水氾濫について、想定最大降雨により内水氾濫が発生した場合、市街地の大部分が浸水

すると予想されています。内水による浸水被害は洪水や高潮によるものと比較して発生頻

度が高く、直近においても近見地区、鳥生地区、桜井地区で道路の冠水が発生している状況

となっています。

浸水リスクに応じたメリハリのある雨水対策施設の整備を推進するとともに、浸水被害

の軽減や安全な避難を確保するための対策が必要となっています。
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高潮について、想定最大規模の高潮による氾濫が発生した場合、臨海部の広範囲が浸水す

ると想定されています。

大西町や菊間町では３ｍ以上の浸水が想定される区域が広がっており、誘導区域内でも

３ｍ以上の浸水が想定されていることから、高潮に対する避難体制等の強化や災害リスク

を踏まえた都市機能を維持・確保するための対策が必要となっています。

津波、洪水と同様に、病院や高齢者福祉施設が浸水するおそれがある区域に立地しており、

災害時における施設の機能低下を防ぐための対策が必要となっています。

土砂災害について土砂災害のおそれのある区域として、土砂災害警戒区域、土砂災害特別

警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域が指定されており、これらの危険箇所の周知と警戒避難体

制の整備が必要となります。

今治新都市第１地区では、誘導区域内に土砂災害警戒区域が指定されていることから、土

砂災害の防止や被害の抑制が課題となっています。

以上が、整理致しました課題の説明となります。
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続いて 17ページから、防災まちづくりの将来像について説明いたします。

防災まちづくりの将来像については、防災指針に位置づける防災・減災のためのハード・

ソフト施策を関係部局と連携しながら取り組むことで誰もが安心して安全に暮らせるまち

を目指すものとして、立地適正化計画計で掲げるまちづくりの目標「災害リスクを考慮した

安全安心なまちづくり」の実現を目指すものとします。
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18 ページ、取組方針としては、災害リスク分析で抽出した課題を踏まえ、「災害リスクの

低減（ハード）」「災害リスクの低減（ソフト）」「災害リスクの回避」の３つの方針を設定し、

防災・減災対策に取り組むものとします。

「災害リスクの低減（ハード）」については、河川整備や港湾施設といったハードの整備

に取り組むことでリスクの低減に取り組みます。

「災害リスクの低減（ソフト）」については、地域防災力の強化や災害リスクに関する情

報提供等、ソフト施策によるリスク低減に取り組みます。

「災害リスクの回避」については、災害リスクの高い地域を居住誘導区域から除外すると

ともに、災害リスクの低い区域へ居住の誘導を図ることで、リスクの回避に取り組みます。



44

続いて 19ページに移ります。

先ほどご説明した取組方針に従い、対応する災害ハザードごとに、具体的な取組とスケジ

ュールに加えて、重点的に実施する地域について取りまとめております。

全市的に実施すべき取組については、重点的に実施する地域を「市全域」と記載。

実施時期の目標が点線の矢印になっているものは、現時点実施時期などが検討中となっ

ていることを示しています。

まずハード施策によるリスク低減について、災害発生時において円滑な物資輸送等を行

うための災害ネットワークの構築を推進するため、防災拠点港である今治港・宮窪港の「港

湾施設の耐震化」や「今治小松自動車道の整備促進」「緊急輸送道路の整備」「都市計画道路

を主体とした道路網整備」に取り組みます。

災害時の拠点となる施設や人々が多く集まる公共建築物等の耐震化を推進するとともに、

防災上課題がみられるエリアの改善として、「病院等の要配慮者利用施設の耐水化」や「民

間建築物の耐震化」に取り組み、都市の防災機能の強化を図ります。

津波や高潮への対策として「海岸保全施設の整備・改良」に取り組み、水害に対しては、

河川流域全体のあらゆる関係者との協働により、流域全体で治水対策に取り組むものとし、

特に内水氾濫により直近においても浸水が発生した近見地区・桜井地区などで取組を進め

ます。

土砂災害について、今治新都市第１地区では、土砂災害警戒区域が誘導区域に含まれてい

るため、砂防堰堤の整備等、土砂災害のリスク低減に向けて取り組みを進めます。

ソフト施策については、「災害情報伝達手段の充実」や「ハザードの周知」「自主防災組織

の活動の活性化」といった防災体制、地域防災力の向上に取り組みます。また、大規模な災

害が発生した場合に速やかに復興できるよう「事前復興まちづくり計画」の策定を検討する

など、復興準備に努めます。

また、大規模盛土造成地の経過観察による安全性の確認や水位予測 AIシステムの構築に

取り組み、都市の防災機能の強化を図ります。

最後、リスク回避のための取組としては、「家屋倒壊等氾濫想定区域等の災害リスクの高

い区域に立地する要配慮者利用施設の移転」「土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）から

の住宅の移転」に取り組みます。
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20 ページからは取組の具体の内容について、補足資料を掲載させていただいております。

資料説明の時間が長くなってしまいましたので、詳細な説明は省略させていただきたい

と思います。

以上、資料３の説明となります。

委員長

はい、ありがとうございます。

では防災指針についてご質問ご意見ございましたらよろしくお願いします。

Ｆ委員

資料の 19ページをみて、少しお尋ねしたいんですが。

取組の方針として、低減（ハード）と低減（ソフト）と回避があるのですが、避難所の充

実、避難所のインフラとか、備え付けのものの充実みたいな取組というのは、ここの中には

含まれないのでしょうか。例えば、段ボールベッドがちゃんと数あるのかとか、暑さ寒さを

どれぐらい防げるようになっているのかとか、避難用のトイレってどれぐらい充実してい

るのかとか。

この検討委員会が始まった時に、先ほどご説明にあったように、内水氾濫などもうすでに

起こっている地区があって、うちの社員を災害リスクのあるエリアに住まわせたくないと

思う一方で、もうすでにインフラが充実している市街地を外すわけにもいかないと考える

と、避難先の充実を考えていきましょうという議論の結末を見たと理解しているんですね。

資料 19 のページを見た時に、避難所の強化とか避難所の充実、内容充実というのをこの

中であげないんだろうか。ここであげない場合、どこであげるんだろうかと思ったものです

からそれをお尋ねしたいと思います。
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委員長

ありがとうございます。

メニューとしては当然検討事項に入ると思います。事務局としていかがでしょうか。

事務局

ご指摘の通りであると思いますので、次回の会議で防災部局の担当課とも協議しまして

メニューを提示していけたらと思っております。以上です。

Ｆ委員

わかりました。もう 1点あります。

実施時期の目標ということで、いろいろなメニューをお考えになられているのはよくわ

かったのですが、実現しないと非常に大変だなと思いまして、実施時期の目標が短期、中長

期に分かれていますが、短期で５年、中長期だと 10 年から 20 年と記載されていますが、こ

れはもう少し細かく具体的な計画とか期限とかを設定されているのでしょうか。

他部局の話もあると思うので、１件１件具体的にお聞きするわけではないのですが、少し

５年とか 10年、20 年というのは余りにもおぼろげすぎるので、実現の目途というのはどう

いうふうに考えて進めていくことになるのか知りたいなと思ってお尋ねする次第です。

事務局

答えられる範囲で答えさせいただきたいと思いますが、下水道で言いますとポンプ場の

整備は今までも随時整備しており、目標というよりは、引き続き 20 年、30 年後も取り組ん

でいくというところで、実施期間を中長期としております。

港湾に関しましては、もうゴールが見えていますので短期としており、担当課からは、令

和８年度には整備が完成する予定であり、耐震岸壁が整備されれば、大規模災害時に海上輸

送での緊急輸送物資が可能となるように聞いております。

他にも都市計画道路は現在も整備もしておりますが、なかなかすべてを整備するには時

間がかかりますので中長期というところで線を入れさせていただいております。

基本的には現在も取り組んでいるという中で、今後も引き続き取り組みを続けていくと

いうことを示しております。計画策定から事業の完了が短期で見えているのが耐震岸壁の

整備となっている状況となります。

Ｃ委員

土砂災害警戒区域における土砂災害対策の中で、砂防堰堤の整備についてですが、現在、

可能性調査を実施させていただいております。

今年度末には、整備できるかどうかの可能性が見えてくるとは思いますが、用地買収や関

係機関との調整がありますので、実施期間の目標として短期、中長期の両方に跨る計画とさ

せていただいているという状況になります。

用地買収などで支障がなければ、いつまでを目標に実施するといったご報告はさせてい
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ただきたいと考えております。

委員長

よろしいでしょうか。それぞれのメニューごとで具体的に目標年次を記載できる場合と、

かなり長期的な取組になる場合等、いろいろあるかと思いますので整理していただければ

というように思います。その他、いかがでしょうか。

災害リスクの回避について、特に浸水に対する要配慮者利用施設の移転について、実現が

かなり難しいのではないかと思います。11 ページなどをみても、基本的に誘導区域のほと

んどが浸水するとなっています。移転について、何か目途がついているのでしょうか。

実現可能性がないのであれば、入れない方がいいのではないかと思うのですが、いかがで

しょうか。

事務局

家屋倒壊等氾濫想定区域などの特に災害リスクの高いエリアに立地している要配慮者利

用施設については、建て替えの時期を迎えた際に、安全なまちなかに移転を促していこうと

いうことで記載をしております。

家屋倒壊等氾濫想定区域は、資料 11 ページで青色のハッチで示している範囲となります。

家屋倒壊等氾濫想定区域は居住誘導区域外となっており、河岸の崩壊などによって家屋の

流出が発生する恐れがあるエリアとなりますので、こういった特に危険なエリアに立地す

る施設については、現地で建て替えするのではなく、安全な場所に移ってもらいたいという

こととなります。

委員長

家屋倒壊等氾濫想定区域以外の浸水が想定されているエリアに立地するのは仕方がない

ということでしょうか。

事務局

浸水が想定されているエリアであっても、施設の耐水化に取り組むことで災害リスクを

低減できると考えております。

委員長

はい、わかりました。その他、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。

次回、避難所の拡充については、追加を検討いただきたいということと、目標年次につい

て具体的な数字も入れていただければというように思います。

では本日の次第は以上になります。事務局にお返しいたします。

事務局

ありがとうございます。
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それでは、簡単に今後のスケジュールについて少し説明させていただきます。皆様お手元

の今後のスケジュールをご覧ください。

前回の検討委員会でも少しご説明させていただきましたが、中心市街地まちづくり基本

計画の策定スケジュール等を踏まえて、工程を修正しております。

まず第７回の検討委員会を令和６年 11 月頃に開催させていただき、本日ご意見いただい

た内容を反映した結果をお示しするのと、最後に立地適正化計画の目標値等の設定につい

て、事務局案をご提示させていただきます。そのあとに、第７回のご意見を踏まえ、第８回

の委員会ということで、１月頃に事務局の素案を皆さまに確認していただきたいと考えて

いるところです。

今後、令和６年度内に立地適正化計画の原案を策定いたしまして、令和７年度に住民説明

会、パブリックコメントに進んでいきます。令和７年度の 10 月頃にパブリックコメント等

の結果を踏まえた中で、皆さまに改めてご報告させていただければと思います。

なお、令和７年度の１月を目標に、この立地適正化計画を公表したいと考えております。

それでは、次回の第７回、第８回の検討委員会開催について、開催日を調整させていた

だきます。

＜確認の上、第７回検討委員会開催を 11/５（火）13 時 30 分、第８回検討委員会開催

を１/22（水）13 時 30 分からとした。＞

今後の予定につきましては以上でございます。

最後になりましたけれども、本日はご多忙の中、また貴重なご意見いただきましてありが

とうございました。

本日の議事について、他にご意見、質問等ありましたら、事前に配布しております意見質

問シートをご活用いただければと思います。

それでは、これをもちまして第６回今治市立地適正化計画策定検討委員会を閉会いたし

ます。本日はどうもありがとうございました。

午後３時 40 分 閉 会


